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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ギ酸及びヨウ素を含有すると共にヨウ素及びヨウ化物イオンの濃度の合計が１～２２．
５質量％である水溶液を加熱処理してヨウ化水素酸を得る反応工程を備える、ヨウ化水素
酸の製造方法。
【請求項２】
　前記水溶液におけるヨウ化物イオンの含有量がヨウ素の含有量に対して０．５当量以上
である、請求項１に記載のヨウ化水素酸の製造方法。
【請求項３】
　前記水溶液におけるギ酸の含有量がヨウ素の含有量に対して１．２当量以上である、請
求項１又は２記載のヨウ化水素酸の製造方法。
【請求項４】
　前記反応工程の後に、前記水溶液を加熱して溶媒を蒸発させることによって濃縮する第
１の濃縮工程をさらに備える、請求項１～３のいずれか一項に記載のヨウ化水素酸の製造
方法。
【請求項５】
　前記第１の濃縮工程の後に、前記水溶液を絶対圧１４．４ｋＰａ以下の減圧下、加熱し
て溶媒を蒸発させることによって濃縮し、５７質量％以上の濃度のヨウ化水素酸を得る第
２の濃縮工程をさらに備える、請求項４に記載のヨウ化水素酸の製造方法。
【請求項６】
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　請求項１～５のいずれか一項に記載の製造方法によって得られたヨウ化水素酸を金属化
合物と混合してヨウ化金属水溶液を得る、ヨウ化金属水溶液の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヨウ化水素酸の製造方法及びヨウ化金属水溶液の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ヨウ化水素酸はエッチング剤に使われる他、各種ヨウ素化合物の合成原料、医療用中間
体合成試薬、還元剤等として用いられる有用な物質である。
【０００３】
　従来のヨウ化水素酸の製造方法として、水素ガスと昇華させたヨウ素蒸気に白金触媒を
用いて、気相反応を行う方法、あるいは硫化水素によりヨウ素を還元する方法が多くの文
献に示されている（例えば、非特許文献１及び２参照）。この方法において、水素ガスを
使う反応は危険性が高く、硫化水素を使う方法も毒性の面から問題がある。
【０００４】
　電気透析によってヨウ素廃液などからヨウ化水素酸を生成する製造方法（例えば、特許
文献１及び２参照）も存在するが、このような方法では、ヨウ素に起因するイオン交換膜
の劣化や製造に大量の電力を使用するために、工業的な生産をするには製造コストがかか
るという問題がある。
【０００５】
　また、ヨウ素と赤リンを使った反応はヨウ化水素酸の工業的製法として知られている（
例えば、特許文献３、非特許文献１及び２参照）。この製造方法は、比較的安価にヨウ化
水素酸を製造できるというメリットがあるが、原料である赤リンは消防法の規制があり、
大量生産の阻害要因の一つとなっている。また、この製法では、河川等の富栄養化の問題
として社会問題化し、現在では水質汚濁防止法によって排水規制の対象のリンを原料とし
て使用するので、リンを含む工場排水等が排出されるリスクがある。また、リンを含む排
水の処理方法としては凝集沈殿法、生物処理法、イオン交換法等の方法が知られているが
、簡易な方法は少なく、環境負荷低減の観点からリンを使用しない製造方法が望まれてい
た。
【０００６】
　また、特許文献４には、ヨウ素をヨウ化水素酸に還元する還元剤としてリン酸系の還元
剤を使用した製造例が示されている。リン酸系の還元剤は反応後リン酸として系内に残存
し、リン酸の除去操作が必要となる。
【０００７】
　また、ヨウ素と反応させる還元剤を、取り扱いが簡便であり、製造コストが抑えられ、
環境負荷が小さい還元剤であるギ酸に変更するという改善策がある。特許文献５によれば
、ヨウ素をヨウ化水素に還元する還元剤として、シュウ酸、ギ酸、又はヒドラジンが挙げ
られ、反応式（１）～（３）が示されている。
             Ｉ２　＋　Ｈ２Ｃ２Ｏ４　⇒　２ＨＩ　＋　２ＣＯ２            …（１
）
             Ｉ２　＋　ＨＣＯＯＨ　⇒　２ＨＩ　＋　ＣＯ２        …（２）
             ２Ｉ２　＋　Ｎ２Ｈ４　⇒　４ＨＩ　＋　Ｎ２                  …（３
）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１１－１５７２３７号公報
【特許文献２】特開２００９－２３８４７号公報
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【特許文献３】中国特許公開第１０１９３５０２１号明細書
【特許文献４】特開平８－５９２０５号公報
【特許文献５】特開２００６－１５１７００号公報
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】松岡敬一郎著、　「改訂・増補ヨウ素綜説」霞ヶ関出版、　１９７４年
【非特許文献２】化学大辞典編集委員会編、　「化学大辞典　縮小版３９版」共立出版、
　１９６２年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献５において、シュウ酸等の還元剤を用いたヨウ素の還元反応に
ついて具体的な反応条件は記載されていない。また、その他文献においても、シュウ酸等
の還元剤を使用しヨウ化水素酸を工業的に製造した公知例及び実績は確認されていない。
本発明者らが実際に実験したところによると、還元剤としてシュウ酸を用いた場合には、
十分な収率が得られないことが明らかとなった。また、実際にギ酸とヨウ素を用い、日本
工業規格Ｋ８９１７のヨウ化水素酸（５５％）のような濃度を得ようとした反応を試みた
が、例えば、特許文献４の実施例等に記載されるような一般的な反応条件で反応させても
ギ酸の反応性が悪いため、未反応のヨウ素が大量に残存し、目的の濃度のヨウ化水素酸を
得ることができなかった。この点について、特許文献５では、製造されたヨウ化水素酸を
水素源として用いており、ヨウ化水素酸は、製造後、熱分解により水素とヨウ素に分解さ
れる（特許文献５の段落［０００２］～［０００９］）。生成したヨウ素は再びヨウ化水
素酸の製造に再利用できる。そのため、特許文献５では、反応後の未反応のヨウ素量を低
減する必要性に乏しく、残存するヨウ素を低減する方法が示されていない。
【００１１】
　このように、ヨウ素とギ酸の反応において、ギ酸の反応性が悪く、未反応のヨウ素が大
量に残存し、高い収率で得ることができない。ヨウ化水素酸には日本工業規格Ｋ８９１７
に示されるように、遊離ヨウ素に関する規格がある。そのため、未反応ヨウ素とヨウ化水
素酸とを分ける必要があり、未反応ヨウ素が大量に存在すると除去及び分離操作の工程が
増え、ロスを増加させてしまう要因となる。
【００１２】
　本発明は上記問題点を解決するためになされたものであり、収率が高く、操作が簡便で
あり、製造コストが抑えられ、かつ環境負荷が小さいヨウ化水素酸の製造方法を提供する
ことを目的とする。また、当該製造方法で得られたヨウ化水素酸を用いたヨウ化金属水溶
液の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の課題を解決するため、本発明者らは鋭意研究を行ったところ、ある一定のヨウ素
濃度範囲において加熱して反応を進行させることで、効率よくギ酸が反応し、未反応のヨ
ウ素が非常に少なくなることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１４】
　すなわち、本発明のヨウ化水素酸の製造方法は、ギ酸及びヨウ素を含有すると共にヨウ
素及びヨウ化物イオンの濃度の合計が１～２２．５質量％である水溶液を加熱処理してヨ
ウ化水素酸を得る反応工程を備える。
【００１５】
　上記水溶液におけるヨウ化物イオンの含有量がヨウ素の含有量に対して０．５当量以上
であると好ましい。
【００１６】
　上記水溶液におけるギ酸の含有量がヨウ素の含有量に対して１．２当量以上であると好
ましい。
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【００１７】
　上記反応工程の後に、上記水溶液を加熱して溶媒を蒸発させることによって濃縮させる
第１の濃縮工程をさらに備えると好ましい。
【００１８】
　上記第１の濃縮工程の後に、上記水溶液を絶対圧１４．４ｋＰａ以下の減圧下、加熱し
て溶媒を蒸発させることによって濃縮させ、５７質量％以上の濃度のヨウ化水素酸を得る
第２の濃縮工程をさらに備えると好ましい。
【００１９】
　本発明のヨウ化金属水溶液の製造方法は、上記製造方法によって得られたヨウ化水素酸
を金属化合物水溶液と混合してヨウ化金属水溶液を得るものである。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、収率が高く、操作が簡便であり、製造コストが抑えられ、かつ環境負
荷が小さいヨウ化水素酸の製造方法を提供することができる。したがって、工業的にヨウ
化水素酸を製造する場合には、本発明の製造方法がおおいに役立つ。また、本発明によれ
ば、当該製造方法で得られたヨウ化水素酸を用いたヨウ化金属水溶液の製造方法を提供す
ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
（反応工程）
　本実施形態のヨウ化水素酸の製造方法は、ギ酸及びヨウ素を含有すると共にヨウ素及び
ヨウ化物イオンを含む化合物の濃度の合計が１～２２．５質量％である水溶液を加熱処理
してヨウ化水素酸を得る反応工程を備える。水溶液におけるヨウ素及びヨウ化物イオンを
含む化合物の濃度の合計は、２～２０質量％であると好ましく、５～１５質量％がより好
ましい。なお、反応前の水溶液には、ヨウ化物イオンが含まれていなくてもよい。ヨウ素
濃度が２２．５質量％よりも大きい場合、反応が完結せず、未反応のヨウ素が大量に残存
してしまう。また、ヨウ素濃度が１質量％未満では、濃縮する際に蒸発させる水の量が多
くなり、そのための設備も大きくなるため、コストが増大する。
【００２２】
　本実施形態の製造方法において、水溶液における還元剤であるギ酸の含有量は、反応に
用いられるヨウ素の含有量に対し、１．０当量以上であると好ましく、１．２当量以上で
あるとより好ましく、１．２～２．０当量の範囲であるとさらに好ましい。ギ酸の含有量
が１．０当量以上である場合、反応が円滑に進行するため反応中の残存ヨウ素量を低減す
ることができる。また、ギ酸の含有量が２．０当量より多くても反応を進行させる上で問
題はないが、２．０当量以下である場合、未反応のギ酸を低減させることができ、コスト
を削減できる傾向にあるためより好ましい。なお、ここで言う当量とは、ヨウ素分子１モ
ルに対するギ酸のモル量（モル当量）を言う。
【００２３】
　本実施形態の製造方法において、水溶液にヨウ化物イオンを含む化合物を添加しても良
い。ヨウ化物イオンを含む化合物の添加量としては、ヨウ素の含有量に対するヨウ化物イ
オンの含有量として０．５当量以上であると好ましく、１当量以上であるとより好ましく
、１．５～２．０当量の範囲であるとさらに好ましい。水溶液におけるヨウ化物イオンの
含有量が１当量以上であればヨウ素の溶解性を充分に向上させられるため好ましい。なお
、ここで言う当量とは、ヨウ素分子１モルに対するヨウ化物イオンのモル量（モル当量）
を言う。また、ヨウ化物イオンを含む化合物としては、特に制限はないが、ヨウ化水素、
ヨウ化リチウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化マグネシウム、ヨウ化カリウム、ヨウ化カル
シウム、ヨウ化ルビジウム、ヨウ化ストロンチウム、ヨウ化セシウム、ヨウ化バリウム等
が挙げられ、このうち好適な例としてヨウ化水素、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化カリウムが
挙げられ、ヨウ化水素が特に好ましい。
【００２４】



(5) JP 6330064 B1 2018.5.23

10

20

30

40

50

　水溶液にヨウ化物イオンを添加することで、以下の反応式（４）に従いヨウ素が三ヨウ
化物イオンとして溶液中に溶解し、加熱操作によるヨウ素蒸気の発生が抑制され、操作上
の危険性が減少する。
             Ｉ２　＋　Ｉ－　⇒　Ｉ３

－                           …（４）
　また、ヨウ素がヨウ素蒸気として系外へ昇華又は飛散することを抑制できるため、ヨウ
化物イオンを含む化合物を添加することで反応収率が向上し、効率の良い反応の進行が可
能となる。
【００２５】
　本実施形態における水溶液における調製方法としては、例えば、ヨウ素、ギ酸、ヨウ化
物イオンを含む化合物等の反応物を水に添加する方法が挙げられる。添加の仕方としては
、反応物の全量を一括して加熱処理の前に（例えば室温（２５℃等）で）水に添加して水
溶液を調製してもよい。本実施形態では、水溶液におけるヨウ素の濃度が比較的低いため
、反応物を一括して添加してもヨウ素蒸気の発生を抑えることができる。また、原料とし
てヨウ化物イオンを含む化合物を使用する場合、上記（４）式のとおり、ヨウ素が三ヨウ
化物イオンとして溶解するため、一括添加してもヨウ素蒸気の発生を抑えることができる
。なお、反応物は、反応中に連続的又は間欠的に添加してもよい。
【００２６】
　上記水溶液に加熱処理を行うことにより、ヨウ素とギ酸を反応させてヨウ化水素酸を得
ることができる。加熱処理の温度としては、７９～１０５℃で十分にヨウ化水素酸を製造
することが可能であり、好ましくは８１～１０５℃であり、より好ましくは９０～９９℃
である。加熱処理は常圧下で行ってよい。加熱処理の温度が７９℃以上である場合、反応
が円滑に進行し、１０５℃以下である場合には、反応液よりヨウ素蒸気が発生することに
よる収率の低下を抑制することができる。加熱処理の時間としては、特に制限はないが、
３～４８時間とすることができる。
【００２７】
　分子動力学の観点から、通常、反応物の濃度が高ければ高いほど、反応物同士の衝突頻
度が増し、反応が発生する確率が高くなり、結果として反応速度が増加し収率が良くなる
と考えられる。
【００２８】
　しかしながら、ヨウ素とギ酸の反応では、反応物の濃度が高ければ高いほど収率は悪化
した。この理由としては、ヨウ素とギ酸の反応では、何らかの中間生成物を経由して反応
しており、また、その中間生成物の生成には、濃度が関係していることから水が関与して
いるのではないかと考えるに至った。つまり、ギ酸とヨウ素を含む水溶液では、上記式（
２）で示されるようなヨウ素とギ酸の直接反応だけでなく、以下の反応式（５）～（６）
で示されるように、ヨウ素が加水分解して発生した次亜ヨウ素酸とギ酸の反応が進行して
いるためであると考えられる。
Ｉ２　＋　Ｈ２Ｏ　⇔　ＨＩ　＋　ＨＩＯ                    …（５）
ＨＩＯ　＋　ＨＣＯＯＨ　→　ＨＩ　＋　ＣＯ２　＋　Ｈ２Ｏ         …（６）
　（５）式は可逆反応であるため、系内のヨウ化水素の濃度が高いと平衡は左に傾く。し
たがって、ヨウ素の濃度が高いと収率が悪化したと考えられる。
　また、リン酸等の従来ヨウ素の還元剤として使用されてきた化合物は、ＨＩＯとの反応
性が高いため、（５）式の正反応が起こった後、速やかにＨＩＯと反応することができる
。しかしながら、ギ酸はリン酸等に比べて反応性が低いため、（６）式の反応速度が比較
的小さく、（５）式の逆反応の影響が無視できなくなる。そのため、ギ酸を用いた反応で
は、ヨウ素イオン濃度を低くして生成するヨウ化水素の濃度が高くなり過ぎないように反
応を進めることで収率を向上できたものと考えられる。
【００２９】
（第１の濃縮工程）
　本実施形態の製造方法は、加熱して溶媒を蒸発させることによって濃縮させる第１の濃
縮工程をさらに備えてもよい。第１の濃縮工程は、水溶液におけるヨウ化水素の濃度が５
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７質量％未満の範囲となるまで行うことが好ましく、５５質量％以下の範囲となるまで行
うことがより好ましい。第１の濃縮工程において、ヨウ化水素の濃度が５７質量％未満で
あれば、後述のギ酸熱分解工程においてヨウ化水素酸の蒸発を抑制することができる。ま
た、第１の濃縮工程により、ヨウ化水素の濃度を４５質量％以上とすることが好ましく、
５０質量％以上であるとより好ましい。ヨウ化水素酸の濃度が４５質量％以上であると、
後述のギ酸熱分解工程の間に未反応のギ酸を効率よく分解できる傾向にある。
【００３０】
（ギ酸熱分解工程）
　第１の濃縮工程の後、未反応のギ酸を分解するために、ギ酸熱分解工程を備えていても
よい。ギ酸熱分解工程では、第１の濃縮工程よりも高い温度で水溶液を加熱する。上述の
とおり、ギ酸熱分解工程を行う際の水溶液におけるヨウ化水素の濃度としては、４５質量
％以上５７質量％未満であると好ましく、５０～５６質量％であるとより好ましい。ギ酸
熱分解工程の加熱温度としては、ギ酸の熱分解を効率よく行える観点から、１０５～１３
５℃であると好ましく、１２０～１３０℃であるとより好ましい。また、ギ酸熱分解工程
の時間としては、１０時間以上であると好ましい。
（第２の濃縮工程）
　第１の濃縮工程又はギ酸熱分解工程の後に第２の濃縮工程を備えていてもよい。第２の
濃縮工程では、水溶液を絶対圧１４．４ｋＰａ以下の減圧下で加熱して溶媒を蒸発させる
ことによって濃縮させ、５７質量％以上の濃度のヨウ化水素酸を得る。絶対圧１４．４ｋ
Ｐａ以下の減圧下で濃縮した場合、ヨウ化水素と水の共沸混合物（５７質量％）以上の濃
度を有するヨウ化水素酸を得ることができ、絶対圧が４．００ｋＰａ以下であると好まし
く、絶対圧０．１３３ｋＰａ以下であるとより好ましい。
【００３１】
　本実施形態の製造方法によって得られたヨウ化水素酸は、反応の副生成物が二酸化炭素
のみであるため、不純物が非常に少ない。特許文献１及び２では、電気化学的製法によっ
てヨウ化水素酸を得ているが、溶液中に不純物が含まれているため、溶液を全量蒸発させ
、ヨウ化水素酸を留分として得る精製及び濃縮操作が必要となる。しかし、本実施形態の
製造方法で得られた反応後溶液は、不純物が少ないため水分のみを蒸発させ濃縮すること
で、純度及び濃度の高いヨウ化水素酸を得ることができる。なお、反応溶液の濃縮は減圧
下～加圧下の広い範囲の条件で可能である。
【００３２】
　また、副生成物が二酸化炭素のみとなり、不純物が非常に少ないという特徴を利用し、
得られた反応溶液を任意の金属化合物に添加することによって、容易にヨウ化金属水溶液
を得ることが可能である。金属化合物としては、水酸化リチウム、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム、水酸化ルビジウム、水酸化セシウム、水酸化ベリリウム、水酸化マグネシ
ウム、水酸化カルシウム、水酸化ストロンチウム、水酸化バリウム、水酸化バナジウム、
水酸化クロム、水酸化マンガン、水酸化鉄、水酸化コバルト、水酸化ニッケル、水酸化銅
、水酸化亜鉛、水酸化カドミウム、水酸化アルミニウム、水酸化ガリウム、水酸化インジ
ウム、水酸化タリウム、水酸化ゲルマニウム、水酸化スズ、水酸化鉛、水酸化アンチモン
、水酸化ビスマス、水酸化ポロニウム等の金属元素の水酸化物や、炭酸リチウム、炭酸ナ
トリウム、炭酸カリウム、炭酸ルビジウム、炭酸セシウム、炭酸ベリリウム、炭酸マグネ
シウム、炭酸カルシウム、炭酸ストロンチウム、炭酸バリウム、炭酸バナジウム、炭酸ク
ロム、炭酸マンガン、炭酸鉄、炭酸コバルト、炭酸ニッケル、炭酸銅、炭酸銀、炭酸亜鉛
、炭酸カドミウム、炭酸アルミニウム、炭酸ガリウム、炭酸インジウム、炭酸タリウム、
炭酸ゲルマニウム、炭酸スズ、炭酸鉛、炭酸アンチモン、炭酸ビスマス、炭酸ポロニウム
等の金属元素の炭酸塩、そして、酸化リチウム、酸化ナトリウム、酸化カリウム、酸化ル
ビジウム、酸化セシウム、酸化ベリリウム、酸化マグネシウム、酸化カルシウム、酸化ス
トロンチウム、酸化バリウム、酸化バナジウム、酸化クロム、酸化マンガン、酸化鉄、酸
化コバルト、酸化ニッケル、酸化銅、酸化銀、酸化亜鉛、酸化カドミウム、酸化アルミニ
ウム、酸化ガリウム、酸化インジウム、酸化タリウム、酸化ゲルマニウム、酸化スズ、酸
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化鉛、酸化アンチモン、酸化ビスマス、酸化ポロニウム等の金属元素の酸化物などが挙げ
られ、このうち好適な例としては水酸化ナトリウム、水酸化カリウムが挙げられる。
【実施例】
【００３３】
＜実施例１～６及び比較例１～３＞
　実施例１～６として、それぞれ表１～６の組成の水溶液を調製し、当該水溶液に加熱処
理を行った。加熱温度は、いずれも９３～９６℃であった。
　また、比較例１～３として、それぞれ表７～９の組成の水溶液を調製し、当該水溶液に
加熱処理を行った。なお、比較例３ではギ酸に代えてシュウ酸を用いた。加熱温度は、い
ずれも９３～９６℃であった。
　表１～９において、反応工程における組成は各加熱時間における水溶液の組成を示す（
質量％）。また、収率は以下の式で計算した。
（収率）＝（生成したＨＩ（ｍｏｌ）÷２）／（投入したＩ２（ｍｏｌ））×１００
【００３４】

【表１】

【００３５】
【表２】

【００３６】
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【表３】

【００３７】
【表４】

【００３８】
【表５】

【００３９】
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【表６】

【００４０】
【表７】

【００４１】
【表８】

【００４２】
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【表９】

【００４３】
　＜実施例７＞
　実施例７として、加熱処理の温度を７９℃とした以外は、実施例４と同様の条件で水溶
液を調製し、反応工程を行った。結果を表１０に示す。
【００４４】

【表１０】

【００４５】
　＜実施例８＞
　実施例８として、表１１に示すように、実施例４からギ酸の当量のみを変更した以外は
実施例４と同様の条件で水溶液を調製し、反応工程を行った。
【００４６】

【表１１】

【００４７】
＜実施例９＞
　実施例９として、表１２に示すように、ヨウ化物イオンを含む化合物を水溶液に添加し
なかったこと以外は、実施例１と同じ方法で加熱処理を行った。
【００４８】
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【表１２】

【００４９】
＜実施例１０～１２（ギ酸熱分解工程）＞
　実施例１０として、ギ酸熱分解工程用に調整した水溶液に対してギ酸熱分解工程を行っ
た。ギ酸熱分解工程に供する前の水溶液の組成は、ヨウ素（０．４質量％）、水（４２．
５質量％）、ギ酸（２．０質量％）、ヨウ化水素（５５．１質量％）であった。当該水溶
液１０００ｇを２Ｌフラスコに投入し、品温１２７℃にて撹拌しながら還流させ、褐色溶
液を得た。各時間におけるギ酸濃度をイオンクロマトグラフィーによって測定した。結果
を表１３に示す。表１３に示されるように、ギ酸濃度が１５時間後には定量限界値以下（
０．００２質量％以下）となっていた。
【００５０】
　実施例１１として、ギ酸熱分解工程用に調整した水溶液に対してギ酸熱分解工程を行っ
た。ギ酸熱分解工程に供する前の水溶液の組成は、ヨウ素（０．４質量％）、水（４２．
５質量％）、ギ酸（２．０質量％）、ヨウ化水素（５５．１質量％）であった。当該水溶
液１０００ｇを２Ｌフラスコに投入し、品温１１０℃にて撹拌しながら還流させ、褐色溶
液を得た。各時間におけるギ酸濃度をイオンクロマトグラフィーによって測定した。結果
を表１３に示す。
【００５１】
　実施例１２として、ギ酸熱分解工程用に調整した水溶液に対してギ酸熱分解工程を行っ
た。ギ酸熱分解工程に供する前の水溶液の組成は、ヨウ素（０．４質量％）、水（４２．
５質量％）、ギ酸（２．０質量％）、ヨウ化水素（４５質量％）であった。当該水溶液１
０００ｇを２Ｌフラスコに投入し、品温１１６℃にて撹拌しながら還流させ、褐色溶液を
得た。各時間におけるギ酸濃度をイオンクロマトグラフィーによって測定した。結果を表
１３に示す。
【００５２】
【表１３】

【００５３】
＜実施例１３～１５（第２の濃縮工程）＞
　それぞれ表１４～１６に示す組成の水溶液をそれぞれ２Ｌフラスコに投入し、真空ポン
プで反応容器内を減圧して第２の濃縮工程を行った。実施例１３～１５において、減圧時



(12) JP 6330064 B1 2018.5.23

10

20

30

40

50

の圧力（絶対圧）はそれぞれ０．１３３ｋＰａ、４．００ｋＰａ及び９．３３ｋＰａであ
った。実施例１３～１５について、第２の濃縮工程終了後の水溶液の組成を表１４～１６
に示す。
【００５４】
【表１４】

【００５５】
【表１５】

【００５６】
【表１６】

【００５７】
　実施例１３～１５では、投入した水溶液に対して、得られた５７質量％以上のヨウ化水
素酸の収率は、それぞれ９０．９％、６６．４％及び３１．８％であった。これらの結果
から、減圧時の圧力（絶対圧）と５７質量％以上のヨウ化水素酸の収率とは直線関係があ
り（Ｒ２＝０．９９９９７）、５７質量％のヨウ化水素酸を得るには１４．４ｋＰａ以下
の減圧下で濃縮する必要があると考えられる。
 
【要約】
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【課題】
　収率が高く、操作が簡便であり、製造コストが抑えられ、かつ環境負荷が小さいヨウ化
水素酸の製造方法を提供すること。
【解決手段】
　ギ酸及びヨウ素を含有すると共にヨウ素及びヨウ化物イオンの濃度の合計が１～２２．
５質量％である水溶液を加熱処理してヨウ化水素酸を得る反応工程を備える、ヨウ化水素
酸の製造方法。
【選択図】なし
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